	教育福祉委員会会議録　

	開会日
	平成２８年３月１１日（金）午前１０時　　

	閉会日
	平成２８年３月１１日（金）午後２時０１分

	場　所
	長久手市役所西庁舎　２階　第７・８会議室

	出席委員
	委員長　　岡崎つよし　

副委員長　　ささせ順子
委　　員　　上田　大　じんの和子　なかじま和代　林みすず

	欠席委員
	な　し

	欠　員
	な　し

	会議事件のため出席した者の職氏名
	市長　　　　　　　吉田一平
財政課長補佐兼財政係長　　嵯峨　剛

財政係主任　　　　児島　章

収納課長　　　　　加藤孝之　　課長補佐　　　　山本郁子

安心安全課長　　　川本保則
環境課長　　　　　福岡隆也　　環境係長　　　　児玉　剛

福祉部長　　　　　山下幸信　

福祉部次長兼福祉課長　清水　修
福祉係長　　　　　野田　聡　　主事　　　　　　宮下直幸
長寿課長　　　　　水野敬久　　課長補佐　　　　中野智夫
いきいき長寿係長　北川考志　　介護保険係長　　井上隆雄　
子育て支援課長　　山端剛史　　課長補佐　　　　門前　健
保険医療課長　　　矢野正彦　　

課長補佐兼医療係長　若杉雅弥　国保年金係長　　名久井洋一
計　２１名

	職務のため出席した者の職氏名
	議長　伊藤祐司
議会事務局長　野田和裕　　書記　飯田純子

	会議録
	別紙のとおり


別紙
委員長　　　　開会宣言
議案第２９号

福祉課長　　　議案第２９号長久手市使用料及び手数料条例の一部を改正する条例について説明
林委員　　　　市内に補助犬の使用者は何名いるか。
福祉課長　　　盲導犬の使用者が市内に１名、聴導犬及び介助犬の使用者はいない。

林委員　　　　現在日本では約１万５，０００名の方が介助犬を必要としており、実働している介助犬が８０頭未満という状況である。このような状況の中、長久手市はシンシアの丘とどのような連携をしているか。
福祉課長　　　長久手市と社会福祉法人日本介助犬協会は、平成２４年７月に連携協定書を締結しており、学校の授業や各種イベントで介助犬のＰＲや普及啓発活動等を連携して行っている。市からは広報啓発の助成金として年間３０万円を助成しているほか、各窓口に募金箱の設置、職員の食堂に募金型の自動販売機を設置し売り上げを寄附している。また、今回の条例改正にあわせて、介助犬の育成支援を目的として訓練施設が有する訓練犬やＰＲ犬についての登録手数料等の免除を考えている

じんの委員　　免除の対象及び料金はどのようか。
福祉課長　　　免除の対象は、犬の登録手数料３，０００円、狂犬病予防注射済証の交付手数料５５０円、登録手数料の再交付手数料１，６００円、狂犬病予防注射済証の再交付手数料３４０円である。
質疑及び意見を終了
討論
　　　　　　　反対討論なし

　　　　　　　賛成討論なし
議案第２９号長久手市使用料及び手数料条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第２９号は、原案のとおり可決
議案第３０号
子育て支援課長　議案第３０号長久手市保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について説明　
林委員　　　　　保育所の定員が１６人増えるが、保育士の雇用形態はどうなるか。
子育て支援課長　０～５歳児の全てのクラスで１クラスにつき１人の正規職員を配置することにしており、必要に応じて嘱託職員を配置している。今回の改修により新たに４名の嘱託保育士を配置することになる。
じんの委員　　　年齢別の定数の内訳はどのようになるのか。
子育て支援課長　０歳児が６人から１２人、１歳児が１６人から２０人、２歳児が１８人から２４人へ増加する。

じんの委員　　　長湫西保育園の改修によりクラス数は増えたのか。
子育て支援課長　２歳児が１クラス増えた。
じんの委員　　　保育士は現在募集中なのか。
子育て支援課長　保育士については随時募集している。

じんの委員　　　募集状況はどのようであるか。
子育て支援課長　４月１日の開所時については、市内全ての公立保育園で保育士の配置基準に基づいた配置ができる。年度途中の０歳児の入園に対する保育士については今後も継続的に募集をしていく。
じんの委員　　　改修により最低基準が守られておりスペース的にも余裕がある状態となったのか。
子育て支援課長　園児１人につき１．９８㎡、２歳未満については３．３㎡という基準に基づいた改修となっている。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし

賛成討論なし

議案第３０号長久手市保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第３０号は、原案のとおり可決

議案第１４号
長寿課長　　　議案第１４号平成２７年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第２号）について説明
林委員　　　　介護保険料が８，６１９万７千円減額となった原因は何か。
長寿課長　　　当初予算要求時に平成２７年度から平成２９年度の介護保険料の基準額である月額５，０４５円が確定していなかったこと、また負担割合が高い所得階層を多めに見込んでいたことが原因である。平成２７年度の実績が出たことにより、実績に見合った数字に減額をしている。
林委員　　　　介護サービス等諸費が１，５００万円の減額補正となっているが、介護報酬の削減による影響はあったのか。
長寿課長　　　施設介護サービス給付費の減額補正であり、要因としては報酬単価の見直しも関係あるが、対象施設の利用人数が減ったことが関係している。平成２６年度は月平均９４人の利用であったが、平成２７年度は５人程減る見込みである。
林委員　　　　５人減る見込みがあるのは、介護認定が厳しくなった影響なのか。
長寿課長　　　平成２７年度の制度改正による影響はない。認定者数は、平成２７年１月末で１，１６８人、平成２８年１月末で１，２１６人と増えており、認定率も１４％程度で推移している。　

林委員　　　　５人減る原因は把握しているのか。

長寿課長　　　市内に有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅ができた影響だと考えるが、具体的に理由は把握していない。

じんの委員　　医療ソーシャルワーカー嘱託員報酬について、９月に嘱託員が退職したとのことだが、その後の状況はどのようか。
長寿課長　　　雇用できておらず、問合せもない状況である。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第１４号平成２７年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第２号）については、全員が賛成。
議案第１４号は、原案のとおり可決
議案第６号

長寿課長　　　議案第６号平成２８年度長久手市介護保険特別会計予算について説明
上田委員　　　介護認定審査会事業について、４つの合議体の特色は何か。
同課長補佐　　合議体のメンバー構成については、医師２人、歯科医師・薬剤師のいずれか１人、保健師・看護師のいずれか１人、福祉の分野から１人となっている。１つの合議体は５人で構成されており、同じような構成でバランスよく構成されている。
じんの委員　　介護認定審査会事業について、介護認定者の中で要支援と要介護の人数及び内訳はどのようか。
長寿課長　　　平成２８年１月３１日時点で認定者が１，２１６人、要支援が３４４人、要介護が８７２人である。
じんの委員　　判定について申請から認定通知までどのくらいかかるか

介護保険係長　申請から認定までは３０日以内と法律で決まっており、長久手市では平均２９日である。
じんの委員　　認定に対して不満があり、区分変更の申請をされる件数はどのくらいか。
同課長補佐　　平成２６年１０月１日から平成２７年６月３０日までに関して、全体で８１７件審査件数があり、区分変更は７４件あった。区分変更の割合は約９．１％であった。
じんの委員　　もう一度申請すると、区分が変更される場合もあるのか。
同課長補佐　　区分変更の申請が出ると、再度調査員が調査を行い、主治医からの意見を取り直し、再度審査会にかける。結果が必ず前回と変わるとは限らない。
林委員　　　　国庫支出金、県支出金、市の負担割合はどのようか。
長寿課長　　　居宅給付費は、第１号被保険者２７％、第２号被保険者２８％、市負担分１２．５％、県負担分１２．５％、国負担分２０％であり、施設等給付費になると、県負担分１７．５％、国負担分１５％となる。また、介護予防事業では、第１号被保険者２２％、国負担分２５％であり、包括的支援事業では、第１号被保険者２２％、第２号被保険者は負担なし、市負担分１９．５％、県負担分１９．５％、国負担分３９％となる。
じんの委員　　高額介護サービス事業が３，１４４万５千円計上されているが、何人分の予定か。
長寿課長　　　具体的な人数は出していない。平成２７年度上半期の実績値と認定者の増加率によって見込んだ。平成２６年度の実績は、実人数で２０１人であった。
じんの委員　　高額医療合算介護サービス事業についても平成２６年度の実績で積算しているのか。
長寿課長　　　平成２７年度の４月から９月までの実績値及び介護認定者の増加率の見込みにより積算している。
じんの委員　　高額医療合算介護サービス事業について、平成２６年度は何件であったか。
長寿課長　　　平成２６年度は１６０件であった。
じんの委員　　二次予防対象者把握事業について、基本チェックリストの送付後にどのような調査をしているか。
いきいき長寿係長

基本チェックリストを６５歳以上の要介護や要支援を受けていない全ての方に送付している。昨年度の有効回答率は７２．８％であり、その内の１，３２６人の方が二次予防の対象者となった。介護予防事業を希望された方に対して介護予防教室の案内をしている。
じんの委員　　予防介護が必要な方を見い出すために、基本チェックリストの郵送後に誰かが調査に伺うことはあるのか。
長寿課長　　　郵便で返送してもらうことになっている。
じんの委員　　一次予防事業の委託料についての委託先はどこか。また、認知症予防事業とはどのようなものか。
長寿課長　　　今年度について、いきいき倶楽部事業はハートフルハウス、介護予防事業は社会福祉協議会の地域包括支援センター、認知症予防事業はニチイ学館へ委託している。認知症予防事業については、一般高齢者向けに頭や体の体操を行っている。
上田委員　　　地域支援任意事業の成年後見制度の取組は、具体的にどのようか。
長寿課長　　　成年後見事業について、市としては相談等を行っているが、実際には平成２３年度から設置している尾張東部成年後見センターが相談や研修会等に取り組んでいる。
じんの委員　　長久手市で成年後見制度の利用は何件あったか。
いきいき長寿係長

昨年度は２２７人の方が電話や来庁により相談している。今年度は１月末で１５４人の相談を受けている。
じんの委員　　成年後見センター負担金が前年度から増額した理由は何か。
長寿課長　　　成年後見センターの平成２８年度の事業費が３，２００万円程で、長久手市の負担は４００万円程である。高齢者部分（長寿課）と障がい者部分（福祉課）で振り分けており、高齢者部分で２１８万円計上している。センターの事業費が平成２７年度２，４００万円から平成２８年度８００万円程度増えている要因は、対象者が増加したことによる人員の増加、また市民後見人の研修費用である。
じんの委員　　申立て費用の助成はあるのか。
長寿課長　　　成年後見制度の申立て手数料として計上している。
いきいき長寿係長　

この申立て手数料は、申立人がいない場合に市長が代わって申請する際の費用を手数料として計上している。
ささせ委員　　市民後見人についての研修は長久手市でも行うのか。
長寿課長　　　成年後見事業については成年後見センターへ委託しているため、市民後見人の養成はセンターで取り組んでいる。
じんの委員　　生活支援体制整備委託は、どのようなものでどこへ委託するのか。
同課長補佐　　要支援の方に対して有資格者のヘルパーではなく市民の支え合いによる体制をつくることが目的であり、現在株式会社ゴジカラ村役場に委託をしているものである。平成２８年度についても株式会社ゴジカラ村役場に委託予定である。また、全国老人給食協力会にアドバイザー業務を依頼し、市民に対する啓発、地域の課題の解決に関する連携や情報共有に対してアドバイスをいただき進めていこうと考えている。
委員長　　　　生活支援体制整備委託が、前年度から２倍増額した理由は何か。
同課長補佐　　生活支援体制整備事業は国の枠組みの中で決められており、第１層は市内全域対象で全ての市町村に対して８００万円、第２層は日常生活圏域に1か所あたり４００万円と示されている。長久手市では第２層の圏域を地域包括支援センターの圏域としており、２か所分の８００万円となる。第１層部分をアドバイザー業務及び先進地事例の研修、第２層部分を株式会社ゴジカラ村役場に充てていこうと考えている。
じんの委員　　介護保険法が改正されて２年目になるが、平成２８年度の重点策は何か。

長寿課長　　　平成２８年１０月の総合事業の実施に向けて、生活支援の担い手の養成、登録団体の養成、協議体の設置や人材育成等を重点的に取り組んでいきたい。
じんの委員　　医療ソーシャルワーカー嘱託員の報酬が計上されているが、また募集するということか。
長寿課長　　　現在募集をしている状況である。
林委員　　　　生活支援体制整備委託の委託料の中でアドバイザーへの報酬について触れていたが、報酬や報償費で計上されているものとの違いは何か。
長寿課長　　　包括的支援事業の報酬及び報酬費で計上している部分は、在宅医療介護連携事業の経費となる。
林委員　　　　平成２８年度の重点施策として担い手を育成していくとのことだが、現在何人いるのか。
長寿課長　　　現在、生活支援サポーターの養成に取り組んでいるところである。平成２７年度は講座を３回実施しており、２８人程度がサポーターとして登録している。ワンコインサービスについても４０人程度の登録がある。
林委員　　　　平成２８年度の担い手育成の目標数はあるか。
長寿課長　　　具体的な目標数はない。長久手市は福祉関係のボランティアや関係する団体が少ないが、総合事業が始まることでさらに地域の担い手が必要になってくる。そのため、できるだけ多くの担い手を養成していきたいと考えている。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第６号平成２８年度長久手市介護保険特別会計予算については、賛成多数
議案第６号は、原案のとおり可決
暫時休憩

午前１１時１４分休憩

午前１１時３０分再開

議案第３２号

保険医療課長　　議案第３２号長久手市母子・父子家庭医療費支給条例の一部を改正する条例について説明
林委員　　　　　第２条第２項の⑵に規定が追加されているが具体的にどういうことか。
保険医療課長　　母子・父子家庭医療費の対象者は６５歳までである。祖父母が孫を扶養している場合、６５歳になると母子・父子家庭医療費の受給ができなくなるが、受給者が障がい医療の受給資格を得た場合は、６５歳からは後期高齢者福祉医療に加入することができる。この加入手続き期間中に限って、現在受給している母子父子家庭医療費について６５歳を超えても受給できる規定を追加したものである。
林委員　　　　　認定を受けるまでの間はどのような手当があるのか。
保険医療課長　　母子・父子家庭医療費の受給を継続して受けることができる。
質疑及び意見を終了
討論
　　　　　　　　反対討論なし

賛成討論なし
議案第３２号長久手市母子・父子家庭医療費支給条例の一部を改正する条例について、全員が賛成。
久手市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指また、３年






























































































　　　　　　　　議案第３２号は、原案のとおり可決
議案第３１号
保険医療課長　　議案第３１号長久手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について説明

じんの委員　　　近隣市町の国民健康保険税の限度額の状況はどのようか。
保険医療課長　　平成２７年度については、瀬戸市及び尾張旭市が８５万円、東郷町が８１万円、日進市が７７万円、豊明市が７９万円である。
じんの委員　　　徴収額が年間約４３０万円増加する見込みだが、高所得層の負担が増えるということか。
保険医療課長　　今回の改正は上限額を引き上げるものである。例えば給与収入で２人世帯の場合、上限額８５万円を超える世帯は、世帯全体の所得が１，３２３万円となる。
じんの委員　　　今回の改正によって、世帯数は６世帯増えるだけであるのか。
保険医療課長　　本年度の試算となるが６世帯増える見込みである。
じんの委員　　　この改正によって７・５・２割軽減への影響はあるか。
保険医療課長　　今回の限度額の引上げは高所得層への措置となるため、影響はない。低所得層への軽減措置については、平成２７年度と同じように措置することを国は考えているが、法律が改正されておらずまだ定まっていない。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし

賛成討論なし

議案第３１号長久手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。

議案第３１号は、原案のとおり可決
議案第１１号

保険医療課長　　議案第１１号平成２７年度長久手市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について説明　　　　
質疑及び意見なし

討論
　　　　　　　　反対討論なし

　　　　　　　　賛成討論なし
　
議案第１１号平成２７年度長久手市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）については、全員が賛成。
議案第１１号は、原案のとおり可決
議案第２号
保険医療課長　　議案第２号平成２８年度長久手市国民健康保険特別会計予算について説明
暫時休憩

午後０時００分休憩

午後１時１０分再開

林委員　　　　　国民健康保険事業の中で、電算プログラム変更委託及び国保情報処理システム負担金が計上されているが、厚生労働省が予算化しているシステム改修費の支援金１８０億円が該当する部分はあるか。
保険医療課長　　平成３０年度の国保制度改革に対するシステム改修費として、電算プログラム変更委託を２００万円見込んでいる。現在国は、国保事業費納付金算定システム、国保の情報集約システム、市町村事務処理標準システムの３つを開発しており、開発されたシステムは国から無償で提供される予定である。国のシステムを導入するか現在の国保システムを改修するかは平成２８年度中に判断したい。
林委員　　　　　保険者支援が１人当たり年間５，０００円引き下げられることにより、厚生労働省は支援金を出しているが、平成２８年度はいくらか。
保険医療課長　　保険基盤安定繰入金の内の保険者支援分は５，５０８万８千円であり、　国が２分の１、県が４分の１、市が４分の１を負担している。
林委員　　　　　名古屋市では支援金を使って１人当たり３，２１３円の引き下げをしているが、本市においては何か考えていないか。
保険医療課長　　保険基盤安定繰入金は、保険者支援分と軽減対象分の２つある。今回の支援金は保険者支援分が対象であり、各保険者へ対する財政の安定を目指すものであるため、名古屋市のような引き下げは考えていない。
林委員　　　　　この支援金については、医療保険は低所得者が多く加入するものであるのに保険料が高すぎるという制度の構造的な矛盾を厚生労働省が認めざるを得なくなり支援しているものであるため、引き下げに使うべきではないか。
保険医療課長　　本市は名古屋市よりも法定外の一般会計繰入金の１人当たりの金額が相当高く、法定外の繰入部分に支援金を使わざるを得ないと考えているため、名古屋市が行っている引き下げは困難と考える。　
林委員　　　　　国庫支出金である療養給付費補助金の補助率について、昭和５９年は約５０％あったが、近年は何％で推移しているのか。
保険医療課長　　昭和５９年以前は医療費の約４０％であった。昭和５９年に対象が医療費から保険給付の４０％に改正され、平成１７年度３６％、平成１８年度３４％、平成２４年３２％と推移している。
じんの委員　　　国民健康保険の被保険者の年代別の加入者の特徴はどのようか。
国保年金係長　　平成２７年９月時点で、１９歳以下が１，２６６人、２０～６４歳が５，３５９人、６５～７４歳が３，７５２人の合計１０，３７７人である。構成比は１９歳以下１２．２％、２０～６４歳５１．６％、６５～７４歳３６．２％である。
じんの委員　　　後期高齢者支援金について、本市の国民健康保険への影響はあるか。
保険医療課長　　後期高齢者支援金は、平成２０年度に導入された後期高齢者医療制度を運営する広域連合の負担金の４０％を賄うために、現役世代から拠出するものである。支援金は加入者数に応じた加入者割のため、全保険者の加入者数から対象となる保険者の加入者数の割合で計算するため、全保険者の加入者数は増えていないにも関わらず被保険者が減ると、負担額は減額となる。
じんの委員　　　本市は他市に比べて現役世代が多いと思うが、この状態は続きそうか。
保険医療課長　　国が定年延長や社会保険の対象者の見直しを行ったため、被用者保険の加入者数は相対的に多くなると考える。
じんの委員　　　前期高齢者の占める割合はどのくらいか。
保険医療課長　　平成２７年度は６５～７４歳が３，７２５人で３５．７％であり、平成２８年度は推計３，８２１人で３６．７％を占める。
じんの委員　　　葬祭費支給事業は１人当たりいくらの支給で、何人分の計上か。
保険医療課長　　１人約５万円の支給であり、４６人程度を計上した。
林委員　　　　　保健事業アドバイザーの仕事内容はどのようなものか、また報償金は何人分を計上しているか。
国保年金係長　　今年度策定したデータヘルス計画に基づく保健事業の実施にあたり、　大学や健康運動指導士等の専門家からの助言・支援を受けることを目的としている。予算としては、３人程度を対象とし１回あたり８，０００円、全体で５回を計上している。実施する内容は現時点では決まっていない。
じんの委員　　　平成２８年度の特定健康診査と特定保健指導の目標値は何％か。
国保年金係長　　目標値は、特定健康診査が５７．５％、特定保健指導が４０％である。
じんの委員　　　データヘルス計画の策定はいつされるのか。
保険医療課長　　平成２７年度策定中であり、平成２８年度に実践することにより具体的な保健事業を考えていきたい。
じんの委員　　　まだ２～３年かかるということか。
保険医療課長　　データヘルス計画はＰＤＣＡが大きな要素となっているため、実践していくことで本市の保健事業として何が重要なのかを探りながら年度毎に改善していきたいと考えている。
じんの委員　　　保健衛生普及事業の委託料について、委託先はどこか。
保険医療課長　　国保連合会に委託している。
じんの委員　　　平成３０年度から都道府県が国保の財政運営の責任主体となるが、平成２８年度予算において将来的な保険税の平準化のための措置はどの部分にあたるのか。
保険医療課長　　電算プログラム変更委託に含まれる。
じんの委員　　　保険財政共同安定化事業は全ての医療費が都道府県単位で調整されるのか。
保険医療課長　　今まで３０万円以上のレセプトを対象に行われていたものが平成２７年度から全てのレセプトに拡大しており、財政規模が大きくなっている。平成３０年度からは都道府県が財政的な責任を持つため、収束していく見込みである。
林委員　　　　　国民健康保険の財政状況として、平成２６年度決算では２億円以上一般会計から赤字補填する分があったが、歳出の見込みはどのようにしているのか。
保険医療課長　　国民健康保険は、医療費の請求があれば必ず払うものであり、それに対する歳入の確保が一番の問題である。平成１７年度から保険料等は引き上げていないため、一般会計からの法定外繰入と基金で賄っている状況である。　
委員長　　　　　医療費の抑制に向けた取組はどう考えているか。
保険医療課長　　特定健診の対象者の医療費を重篤になる前に抑制していく。また、データヘルス計画で本市のレセプトデータと健康診断データを突き合わせながら保健事業を生かしていきたい。
委員長　　　　　地域単位での健康教室はどう行っているのか。
国保年金係長　　これまでは全市的に福祉の家や公民館で行ってきた。今後は教室に熱心に参加された方を中心に、日常的に地域の中でウォーキングやストレッチをできるようにしていきたい。また、支援するためのアドバイザーとして保健師や栄養士を地域に出向くようにしていきたい。
岡崎委員長　　　愛知医科大学や長久手温泉等と連携をしながら進めてほしい。
じんの委員　　　出産育児一時金支給事業の支給額は４２万円でよいか。
保険医療課長　　おっしゃるとおりである。
じんの委員　　　直接支払制度であるか、また何人分の計上か。
保険医療課長　　直接医療機関に支給している。また、５４人分を計上している。
じんの委員　　　４２万円より少なかった場合はどういった手続きになるのか。
国保年金係長　　いったん被保険者が支払い、その後償還を受けることになる。　
じんの委員　　　本市の１世帯あたりの国民健康保険税は県内で何番目くらいか。
保険医療課長　　平成２６年度は、１世帯当たり１５万５，７２９円、県内４２番目である。県平均は１６万９，１３８円である。
質疑及び意見を終了
　
討論
　
反対討論
林委員　　　　国庫支出金は年々減ってきており、制度そのものの構造的な矛盾も生まれている。第１号被保険者の保険料の負担が重い中、自治体として政府の支援金で保険料の引き下げを行うという判断もできるはずである。加入者の７０％以上が３００万円未満と低所得者になっている。最後のセーフティネットとして、低所得者の命を守るという確たる安心した制度になっていないと考え、反対討論とする。
賛成討論なし
反対討論なし
議案第２号平成２８年度長久手市国民健康保険特別会計予算については、賛成多数。

議案第２号は、原案のとおり可決

議案第１５号

保険医療課長　　議案第１５号平成２７年度長久手市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）について説明
質疑及び意見なし
討論
　　　　　　　　反対討論なし

　　　　　　　　賛成討論なし
議案第１５号平成２７年度長久手市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）については、全員が賛成。

議案第１５号は、原案のとおり可決

議案第７号
保険医療課長　　議案第７号平成２８年度長久手市後期高齢者医療特別会計予算について説明
林委員　　　　　後期高齢者医療広域連合納付金について、平成２７年度までは一般財源となっていたが、今回特定財源のその他になっているのはなぜか。
保険医療課長　　これまでは、徴収した保険料と一般会計からの繰入金を財源としているため一般財源としていたが、国や県からの財源に関することであるため、平成２８年度の予算編成にあたって見直した結果、特定財源とすることになった。

林委員　　　　　後期高齢者医療保険給付管理事業の電算プログラム変更委託について、委託先と変更内容はどのようか。
同課長補佐　　　日本電子計算株式会社へ委託予定であり、番号制度に対応するシステム改修及びコンビニエンスストア収納に対応するための改修を予定している。
林委員　　　　　後期高齢者医療広域連合納付金について、保険料負担金と療養給付費負担金の積算内容はどのようか。
保険医療課長　　保険料負担金は保険料を広域連合へ負担金として支払うものであり、当初予算では概算を計上し翌年度に精算している。療養給付費負担金は、自己負担分が１割の方の医療費の支給額の１２分の１を市が負担するものであり、当初予算では昨年度からの伸び額を乗じて計上している。
じんの委員　　　保険料は２年毎に改正されているが、平成２８年度の所得割率と均等割額はどのようか。
同課長補佐　　　平成２８年度、２９年度の保険料率は、所得割率９．５４％、均等割額４万６，９８４円である。
じんの委員　　　年平均するとどれくらいになるか。
同課長補佐　　　１人当たりの保険料額は、平成２８年１月末で１１万１，４７６円、平成２８年度は１１万７，６５７円を見込んでいる。
じんの委員　　　後期高齢者医療保険の今後の発展をどのように考えているか。
保険医療課長　　制度が安定しており持続的に継続しているため、今後も７５歳以上の後期高齢者医療制度については継続していくものと考えている。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第７号平成２８年度長久手市後期高齢者医療特別会計予算については、賛成多数。
議案第７号は、原案のとおり可決
意見書案
委員長　　　次に本委員会から提出する意見書案についてご協議をお願いしたい。お手元に配布した意見書案「子どもの貧困対策のさらなる取組強化を求める意見書」について、この文案のとおり決定してよろしいか。
〈異議なし〉
　　　　　　異議なしのため、本意見書案を委員会提出議案としてよろしいか。

〈異議なし〉
　　　　　　賛成全員で意見書案「子どもの貧困対策のさらなる取組強化を求める意見書について」を提出することに決定。
委員長　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。

継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査することを委員長が提案する。
異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から議長に申し出ることで全委員了承する。

委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認。

委員長　　　閉会宣言

午後２時０１分終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成２８年３月１１日
教育福祉委員会委員長　　岡崎つよし
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